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 再生可能エネルギーの導入ポテンシャル推計                      

（１）太陽光発電                                                         

 

 賦存状況  

⚫ 大熊町の年平均全天日射量は 3.44kWh/㎡･日（12.4MJ/㎡･日）程度です。 

 

図表 1-1 年平均全天日射量（MJ/㎡･日） 

 

（出典）「日射量データベース」 新エネルギー・産業技術総合開発機構（2020 年 10 月時点掲載データ） 

 

 推計想定  

 

期待可採量 
⚫ 住宅及び業務商業系建物の全屋根面に太陽電池パネルを設置 

⚫ 建物屋根面以外の以上 5,050,000 ㎡に太陽電池パネルを設置 

利用可能量 
⚫ 住宅及び業務商業系建築物の 80％の屋根面に太陽電池パネルを設置 

⚫ 建物屋根面以外の以上 2,525,000 ㎡に太陽電池パネルを設置 

 

 推計結果  

 

 設置場所 
設置面積 

（㎡） 

設備容量 

（kW） 

年間発電電力量

（kWh） 

 建物屋根面 46,260 4,626 5,111,397 

期待可採量 建物屋根面以外 5,050,000 336,667 371,992,427 

 合計 5,096,260 341,293 377,103,824 

 建物屋根面 37,010 3,701 4,089,339 

利用可能量 建物屋根面以外 2,525,000 168,333 185,996,213 

 合計 2,562,010 172,034 190,085,552 
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 推計方法  

＜計算式＞ 

⚫ 設備容量(kW) ＝ 設置面積(㎡) ×単位面積あたり設備容量(kW/㎡) 

⚫ 年間発電電力量(kWh) = 設備容量(kW) ×年平均日射量(kWh/㎡･日) × 年間日数(日) 

             × 総合設計係数 ÷ 標準日射強度(kW/㎡) 

 

＜推計条件＞ 

■住宅・業務商業系屋根面等 

項目 設定条件 

設置面積 ●期待可採量：46,260 ㎡ 

「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）」環境省の住宅用等（導入ポテン

シャルレベル）の大熊町の設備容量（9,221kW）から、2013 年の屋根面積を算出

（92,210 ㎡）。 ※単位面積あたり設備容量 1kW/10 ㎡ 

それを 2010 年（3,955 世帯）と 2030 年（1,984 世帯）で案分して算出 

●利用可能量：37,010 ㎡ 

期待可採量の設置面積×設置面積率（80%） ※独自想定 

単位面積あたり 

設備容量 

1kW/10 ㎡ 

「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）」環境省、その他事例を参考 

 

■建物屋根面以外 

項目 設定条件 

設置面積 ●期待可採量：5,050,000 ㎡ 

 ※独自想定 

●利用可能量：2,525,000 ㎡ 

 ※期待可採量の半分程度と想定 

単位面積あたり 

設備容量 

1kW/15 ㎡ 

福島県内メガソーラー 9 事例の平均 

 

■共通 

項目 設定条件 

年平均日射量 3.44kWh/㎡･日（観測地点：浪江） 

「日射量データベース」新エネルギー・産業技術総合開発機構（2020 年 10 月時点掲

載データ） 

年間日数 365 日 

総合設計係数 88% 

「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）」環境省 

標準日射強度 1kW/㎡ 

「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）」環境省 
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（２）風力発電                                                       

 

賦存状況  

⚫ 大熊町の年間平均風速は、陸上では山側が大きく、海側に向かっていくほど小さくなり、洋上では沿岸は小さ

く、沖に向かうほど大きくなっています。 

・陸上（地上高 80m）…山側：7.0～9.0m/s、海側：6.0～6.5m/s 

・洋上（海面高 140m）…海岸線から沖 10km 以内：6.0～7.0m/s、10km 以上：7.0m/s 以上 

 

図表 1-2 大熊町における年平均風速（陸上：地上高 80m、洋上：海面高 140m） 

 

（出典）「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）」環境省 

 

 推計想定  

 

期待可採量 

⚫ 陸上…町域内の地上高 80m、平均風速 5.5m/s 以上のエリアに風車を設置 

    （その他地形、土地利用を考慮） 

⚫ 洋上…海岸線から 30km 以内の海面高 140m、平均風速 6.5m/s 以上の 

    エリアに風車を設置（その他地形、土地利用を考慮） 

利用可能量 

⚫ 陸上…期待可採量の条件を満たす海沿いに４MW 風車を５基、山側に３MW 

      風車を 13 基設置 

⚫ 洋上…離岸距離 20km 以上の領海内に５MW 風車を７基設置 

 

 推計結果  

 

 種類 
設備容量 

（kW） 

年間発電電力量

（kWh） 

 陸上 424,300 1,158,306,247 

期待可採量 洋上 1,440,000 3,657,923,712 

 合計 1,864,300 4,816,229,959 

 陸上 59,000 157,937,413 

利用可能量 洋上 35,000 98,096,670 

 合計 94,000 256,034,083 

 

 

-
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 推計方法  

＜計算式＞ 

⚫ 年間発電電力量(kWh) = 設備容量(kW) ×理論設備利用率(%) × 利用可能率 

            × 出力補正係数 × 年間時間(h) 

 

＜推計条件＞ 

■陸上風力 

項目 設定条件 

設備容量 ●期待可採量：424,300kW 

「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）」環境省による大熊町の陸上風力

の設備容量 

対象エリア 0.25 ㎢ごとに 2,500kW の風車を設置 

※対象エリア条件 

平均風速：5.5m/s 以上、標高：1,200m 未満、最大傾斜角：20 度未満、地上開

度 75 度以上、その他法制度及び土地利用条件を考慮 

●利用可能量：59,000kW 

海側：20,000kW 

期待可採量の条件を満たすエリアのうち、海岸線沿い（福島第一原発を除く 5km）に、

約１km 間隔で 4,000kW の風車を５基設置すると想定 

山側：39,000kW 

「イノベーションコースト構想」による(仮称)阿武隈エリア風力発電事業において、福島復興

風力合同会社が実施する事業（葛尾村～田村市 147,600kW、46 基）より、大熊

町では 3,000kW の風車を約１km 間隔で 6 基設置すると想定 

その他、山側の風速 8.0m/s のエリアに 3,000kW の風車を約１km 間隔で７基設置

すると想定 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典)「福島県における風力発電の取組について」 2019 年 12 月 福島県エネルギー課 

 

利用可能率 0.95 

「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）」環境省 
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図表 1-3 陸上風力の設置イメージ（期待可採量対象エリア、利用可能量風車位置） 

 

風況マップ：（出典）「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）」環境省 

 

■洋上風力 

項目 設定条件 

設備容量 ●期待可採量：1,440,000kW 

「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）」環境省による大熊町の陸上風力

の設備容量 

1 ㎢ごとに 8,000kW 

※対象条件 

平均風速：6.5m/s 以上、離岸距離：陸地から 30km 未満、水深：200m 未満 

国立・国定公園を除く 

●利用可能量：35,000kW 

離岸距離 20km、領海（12 海里）内に約１.5km 間隔で 5,000kW の風車を 7 基

設置すると想定 

※離岸距離、設備容量…「福島浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業」を参考 

※12 海里×1,852m/海里≒22km 

利用可能率 0.90 

「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）」環境省 

 

図表 1-4 洋上風力の設置イメージ（期待可採量対象エリア、利用可能量風車位置） 

 

風況マップ：（出典）「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）」環境省 

 

-
●風車位置（例）

-

領海12海里（約22km）

●風車位置（例）
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■共通 

理論設備利用率 

平均風速 3,000kW 4,000kW 5,000kW 

5.5m/s 20.9% 21.0% 21.2% 

6.0m/s 25.5% 25.6% 25.8% 

6.5m/s 30.2% 30.3% 30.5% 

7.0m/s 34.8% 34.9% 35.1% 

7.5m/s 39.2% 39.3% 39.5% 

8.0m/s 43.3% 43.5% 43.6% 

8.5m/s 47.2% 47.3% 47.5 

9.0m/s 50.9% 51.0% 51.2% 

9.5m/s 54.2% 54.3% 54.5% 

10.0m/s 57.3% 57.4% 57.6% 

2,000MW、10,000MW…「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）」環境省を基に算出 

 

項目 設定条件 

出力補正係数 0.90 

「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）」環境省 

年間時間 8,760h/年 
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（３）小水力発電                                                       

 

 賦存状況  

⚫ 熊川の支流、大川原川のポテンシャルが比較的高くなっています。 

 

図表 1-5 大熊町の河川流域のエネルギーポテンシャル状況 

 

（出典）「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）」環境省 

 

 推計想定  

 

期待可採量 

⚫ 町内の河川の合流点ごとに仮想の発電所を設置すると想定（その他法制度を考

慮） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用可能量 ⚫ 坂下ダムに 300kW の発電設備を設置すると想定 

 

 推計結果  

 

 設備容量（kW） 年間発電電力量（kWh） 

期待可採量 842 4,795,385 

利用可能量 300 1,708,200 

-
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 推計方法  

＜計算式＞ 

⚫ 年間発電電力量(kWh) ＝ 設備容量(kW) × 設備利用率 × 年間時間(h) 

 

＜推計条件＞ 

項目 設定条件 

設備容量 ●期待可採量：842kW（仮想発電所の発電出力の合計） 

「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）」環境省による大熊町の中小水力

発電の設備容量 

 各合流点の仮想発電所の発電出力（kW） 

 = 流量(㎥/s) × 有効落差(m) × 重力加速度(m/s2) × 効率(0.72) 

●利用可能量：300kW 

坂下ダムへの最大設置可能容量 ※本業務での調査結果 

設備利用率 0.65 

「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）」環境省 

年間時間 8,760h/年 
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（４）バイオマス発電                                                       

 

 賦存状況  

⚫ 町の西部が山間地域であり、森林は町の総面積の約 6 割を占めています。 

 

図表 1-6 大熊町の森林分布状況 

 

（出典）Google マップ 

 

 推計想定  

 

期待可採量 ⚫ 町内の森林から発生する林地残材をガス化発電※に利用すると想定 

利用可能量 
⚫ 解除地区の森林（町内森林の 2/3）から発生する林地残材をガス化発電に利用

すると想定 

※ガス化発電：木質バイオマスをチップ化またはペレット化した燃料を使用し、熱分解・還元反応によりガス化し、

そのガスを燃料としてエンジンで発電を行うシステム。 

 

 推計結果  

 

 
バイオマス発生量

（t/年） 

熱量 

（GJ/年） 

設備容量 

（kW） 

年間発電電力量

（kWh） 

期待可採量 6,978 81,644 809 5,669,747 

利用可能量 4,652 54,430 539 3,779,831 
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 推計方法  

＜計算式＞ 

⚫ 林地残材発生量(t)＝ 森林年間成長量(㎥) × 資源利用率(％) × 未利用率(％) × 0.5t/㎥ 

⚫ 年間発電電力量(kWh) ＝ 林地残材発生量(t) × 単位熱量(MJ/kg) × 発電効率(％) 

⚫ 設備容量(kW) ＝ 年間発電電力量(kWh) ÷ 年間時間(h) ÷ 設備稼働率(％) 

 

＜推計条件＞ 

項目 設定条件 

森林年間成長量 ●期待可採量：15,507 ㎥（大熊町内の森林年間成長量） 

国有林：7,000 ㎥、民有林：8,507 ㎥ 

「令和元年（平成 30 年度）福島県森林・林業統計書」 福島県農林水産部 

●利用可能量：10,338 ㎥ 

※解除地区の森林面積（町内森林面積の 2/3 と想定） 

資源利用率 90% 

「福島県木質バイオマス安定供給の手引き」 平成 25 年 3 月 福島県林業振興課 

未利用率 100％ ※製材利用せずに、すべて燃料利用すると想定 

重量換算値 0.5t/㎥ 

「福島県木質バイオマス安定供給の手引き」 平成 25 年 3 月 福島県林業振興課 

単位熱量 11.7MJ/kg（水分率 35%wb（薪レベルの想定）LHV） 

「福島県木質バイオマス安定供給の手引き」 平成 25 年 3 月 福島県林業振興課 

発電効率 25%（ガス化発電の発電効率） 

「福島県木質バイオマス安定供給の手引き」 平成 25 年 3 月 福島県林業振興課 

年間時間 8,7610h/年 

設備稼働率 80% 
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（５）波力発電                                                       

 

 賦存状況  

⚫ 波エネルギーは沿岸では 1.8W/m 程度と小さく、少し離れると 7W/m 以上となります。 

 

図表 1-7 波パワーの分布状況 

 

（気候値 全期間 波パワー３（有限水深、海流影響考慮） 年 有意義波高 5m 以下） 

（出典）海洋エネルギーポータルサイト「Marine Energy-webGIS」NEDO 

 

 推計想定  

 

期待可採量 
⚫ 町の海岸線に発電設備を隙間なく設置し、海岸線の 1/2 の距離の波を利用して発

電すると想定 

利用可能量 
⚫ 護岸整備されている箇所に発電設備を隙間なく設置し、海岸線の 1/2 の距離の波

を利用して発電すると想定 

 

 推計結果  

 

 設備容量（kW） 年間発電電力量（kWh） 

期待可採量 10,800 37,843,200 

利用可能量 1,980 6,937,920 
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 推計方法  

＜計算式＞ 

⚫ 年間発電電力量(kWh) 

  ＝ 波パワー(kW/m) × 波を受ける距離(m) × 発電効率 × 年間時間(h) 

⚫ 設備容量(kW) ＝ 年間発電電力量(kWh) ÷ 年間時間(h) ÷ 設備稼働率 

 

＜推計条件＞ 

項目 設定条件 

波パワー 4.8km/m ※大熊町沿岸 1.8～7.8 km/m 

波を受ける距離 ●期待可採量：3,000m 

大熊町の海岸線延長（約 6km）×1/2 

●利用可能量：550m 

福島第一原発の防波堤（約 1km）×1/2、復興公園付近の護岸（約 100m を整備

すると想定）×1/2 

発電効率 0.3 

「海洋エネルギーポテンシャルの把握に係る業務」 平成 23 年 3 月 NEDO 

年間時間 8,7610h/年 

設備稼働率 0.4 

「海洋エネルギーポテンシャルの把握に係る業務」 平成 23 年 3 月 NEDO 

 

（６）潮流発電                                                       

 

 賦存状況  

⚫ 日本で潮流が強いの箇所のほとんどは、瀬戸内海と九州西岸にあり、他に津軽海峡でも強い潮流が見られ

る。福島県沖の潮流発電ポテンシャルはあまり期待できません。 

 

図 1-8 潮流ポテンシャルマップ（エネルギー密度 kW/㎡） 

 

（出典）「海洋エネルギーポテンシャルの把握に係る業務」 平成 23 年 3 月 NEDO 
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CO2 排出量の算定対象と算定方法                   

（１）算定対象                                                         

環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）Ver.1.0」をもとに、算定部

門・分野を設定しました。算定対象とした部門・分野を表１に示します。 

なお、2013 年時点は避難指示が解除されておらず、基準年とすることができません。また、現在（2020 年）

は、避難指示が大川原地区など一部で避難指示が解除されたばかりであり、町内における社会活動が始まったば

かりであり、基準年としては望ましくありません。そのため、基準年を震災前の 2010 年として算定を行いました。 

 

図表 2-1 算定対象とした部門・分野 

部門・分野 

エネルギー起源ＣＯ２ 

産業部門 
非製造業（農林水産業、鉱業、建設業） 

製造業 

業務部門 

家庭部門 

運輸部門 
旅客（自動車、鉄道） 

貨物（自動車、鉄道） 

※上記以外に一般廃棄物の焼却処分（エネルギー起源 CO2 以外のガス）について、参考値として算定を行っている。 

 

 

（２）2010 年度および 2020 年度の算定方法                                                      

2010 年における各部門・分野におけるエネルギー消費量または CO2 排出量の算定方法を図表 2-2 に示しま

す。 

図表 2-2 部門・分野とエネルギーCO2 排出量の算定方法（2010 年度） 
 

部門・分野 エネルギー消費量及び CO2 排出量の算定方法 

エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
Ｃ
Ｏ
２ 

産業 

部門 

非製造業 

（農林水産業、

鉱業、建設業） 

福島県の各部門（農林水産業、鉱業、建設業）の各種エネルギー消

費量※１を県と大熊町の従業者数※２で按分 

製造業 
 福島県の製造業の各種エネルギー種別消費量※１を県と大熊町の業

種別製造品出荷額※３で按分 

業務部門 

 福島県の民生業務部門を電気ガス熱供給水道業とそれ以外の業種に

分類し、それぞれの各種エネルギー消費量※１を県と大熊町の従業者数

※２で按分 

家庭部門 

 福島県の民生家庭部門の各種エネルギー消費量※1 を県と大熊町の

世帯数※４で按分 

  

運輸部門 
【自動車】 

 全国の運輸部門（自動車）のエネルギー消費量※５を全国と大熊町
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部門・分野 エネルギー消費量及び CO2 排出量の算定方法 

の自動車保有台数※６で按分 

【鉄道の電力消費量】 

 全国の鉄道のエネルギー消費量※５を全国と大熊町の人口※４で按

分 

＜参考値＞ 

非エネルギー起源 CO2 

廃棄物分野 

大熊町の可燃物収集処理量※７に廃プラスチック組成率※８を乗じ

て、廃プラスチック焼却処理量を算出し、廃プラスチックの CO2 排出係数

※８を乗じて算出 

※１：資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計（2010）」、  

※２：総務省「経済センサス（平成 21 年）」、  

※３：価値総合研究所「地域経済循環分析用データ（2010）」、 

※４：総務省「国勢調査（2010）」、  

※５：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計（2010）」、  

※６：国土交通省東北運輸局「市町村別自動車保有車両台数統計」、 

※７：福島県「福島県の一般廃棄物処理の状況 （平成 22 年度）」、 

※８：環境省「温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン Ver.1.0」 

 

参考値となる 2020 年における各部門・分野におけるエネルギー消費量または CO2 排出量は以下の図表 2-3

に示した方法をもとに算定を行いました。 

 

図表 2-3 部門・分野とエネルギーCO2 排出量の算定方法（2020 年度） 
 

部門・分野 エネルギー消費量及び CO2 排出量の算定方法 

エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
Ｃ
Ｏ
２ 

産業部門 事業者へのエネルギー消費量アンケートをもとに算定 

業務部門 事業者へのエネルギー消費量アンケートをもとに算定 

家庭部門 
福島県の民生家庭部門の各種エネルギー消費量※１を県と大熊町の居住世帯

数※２で按分 

運輸部門 

【自動車】 

事業者へのエネルギー消費量アンケートをもとに算定 

【鉄道の電力消費量】 

 全国の鉄道のエネルギー消費量※３を全国と大熊町の人口※２で按分 

※１：資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計（2017）」、 ※２：大熊町、  

※３：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計（2018）」 

 

なお、資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」および資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」には、

エネルギー消費量（TJ）加え、炭素単位（t-C）での値が掲載されているため、当該統計を基に CO2 排出量を

算出する場合には、以下の式に従い算定を行いました。 
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（部門別エネルギー種別 CO2 排出量 [t-CO2]）  

＝（部門別エネルギー種別炭素換算 CO2 排出量 [t-C]）×44／12 

 

 資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」および資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」以外から

算出する場合には、以下の式に従い算定を行いました。 

 

（部門別エネルギー種別 CO2 排出量 [t-CO2]）  

＝（部門別エネルギー種別消費量[L、kg など]） 

×（部門別エネルギー種別発熱量 [MJ／L、kg など]） 

×（エネルギー種別炭素排出係数[t-C／MJ]）×44／12 

 

算定の際に使用した発熱量と炭素排出係数を図表 2-4 に示します。 

 

図表 2-4 算定に使用した排出係数 

燃料種 発熱量 炭素排出係数 CO2 排出係数 

ガソリン 34.6 MJ/L 0.0183 kg-C/MJ 2.32 kg-CO2/L 

灯油 36.7 MJ/L 0.0185 kg-C/MJ 2.49 kg-CO2/L 

軽油 37.7 MJ/L 0.0187 kg-C/MJ 2.58 kg-CO2/L 

A 重油 39.1 MJ/L 0.0189 kg-C/MJ 2.71 kg-CO2/L 

LP ガス 50.8 MJ/kg 0.0161 kgC/MJ 3.00 kg-CO2/kg 

電力 ― ― 0.522 kg-CO2/kWh 

出典：電力以外：環境省 「温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン Ver.1.0（平成 29 年 3 月）」 

電力：東北電力 2020 年度提出用排出係数（2018 年度実績） 
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（３）算定結果詳細表（2010）                                                

 

＜エネルギー消費量＞ 

図表 2-5 大熊町のエネルギー消費量の推計結果（ＴＪ） 

 石炭 
軽質油

製品 

重質油

製品 
LPG 

天然 

ガス 

都市 

ガス 

バイオマ

ス 
電力 熱利用 合計 

産業計 108  72  169  23  14  21  42  133  44  626  

製造業 108  19  114  22  14  20  42  117  44  500  

非製造業 0  53  55  1  0  1  0  16  0  126  

業務 44  48  45  13  0  28  0  260  0  439  

家庭 0  69  0  23  0  9  0  96  0  197  

運輸計 0  422  0  8  0  1  0  6  0  436  

運輸 

（旅客） 
0  206  0  7  0  0  0  6  0  218  

運輸 

（貨物） 
0  216  0  1  0  1  0  0  0  218  

合計 152  611  214  67  14  58  42  495  45  1698  

※軽質油製品：ガソリン、灯油、軽油、ジェット燃料等を含む。 

※重質油製品：重油、潤滑油、アスファルト等を含む。 

 

＜CO2 排出量＞ 

図表 2-6 大熊町のＣＯ２排出量の推計結果（千ｔ-ＣＯ２） 

  石炭 
軽質油 

製品 

重質油 

製品 
LPG 

天然 

ガス 

都市 

ガス 
電力 熱利用 合計 

産業計 9.8  4.9  12.1  1.4  0.7  1.1  15.9  2.3  48.2  

製造業 9.8  1.3  8.0  1.3  0.7  1.0  14.0  2.3  38.4  

非製造業 0.0  3.6  4.1  0.1  0.0  0.0  1.9  0.0  9.8  

業務 4.0  3.3  3.2  0.8  0.0  1.4  31.0  0.0  43.7  

家庭 0.0  4.7  0.0  1.4  0.0  0.5  11.4  0.0  17.9  

運輸計 0.0  28.5  0.0  0.5  0.0  0.0  0.6  0.0  29.7  

運輸 

（旅客） 
0.0  13.8  0.0  0.4  0.0  0.0  0.6  0.0  14.8  

運輸 

（貨物） 
0.0  14.8  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  14.9  

合計 13.8  41.4  15.3  4.0  0.7  3.0  59.0  2.3  139.5  

※軽質油製品：ガソリン、灯油、軽油、ジェット燃料等を含む。 

※重質油製品：重油、潤滑油、アスファルト等を含む。 
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（４）算定結果詳細表（2020）                                                      

 

＜エネルギー消費量＞ 

図表 2-7 大熊町のエネルギー消費量の推計結果（ＴＪ） 

 
軽質油

製品 

重質油

製品 
LPG 電力 合計 

産業計 0.2  0  11  143  154  

製造業 0  0  0  0  0  

非製造業 0.2  0  11  143  154  

業務 0  0  1  13  14  

家庭 11  0  6  16  33  

運輸 239  0  0  0.4  240  

合計 250  0  17  173  440  

※軽質油製品：ガソリン、灯油、軽油を含む。 

※重質油製品：重油を含む。 

 

＜CO2 排出量＞ 

図表 2-8 大熊町のＣＯ２排出量の推計結果（千ｔ-ＣＯ２） 

  
軽質油 

製品 

重質油 

製品 
LPG 電力 合計 

産業計 0.01  0  1.0  20.7  21.6  

製造業 0  0  0  0  0  

非製造業 0.01  0  1.0  20.7  21.6  

業務 0  0  0.1  1.9  2.0  

家庭 0.7  0  0.3  2.3  3.4  

運輸計 16.3  0  0  0.1  16.4  

合計 17.1  0  1.3  25.0  43.4  

※軽質油製品：ガソリン、灯油、軽油を含む。 

※重質油製品：重油を含む。 
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（５）森林吸収源の考え方と森林吸収量の推計                                                      

 

１．CO2 吸収の考え方 

１）森林吸収源の候補 

 森林施業等により管理されている森林（間伐など森林吸収源対策が実施されている森林）。 

出典：「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）V1.0」、p188、2-

4. 区域の森林等の吸収源による温室効果ガス吸収量の推計 

 

２）森林の CO2 吸収の算定の考え方 

 ＜森林による CO2 吸収量＞[t-CO2/年] 

＝＜対象森林面積＞[ha]×＜森林における単位面積あたりの CO2 吸収量＞ [t-CO2/ha/年] 

 出典：「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）V1.0」、

p201、簡易手法をもとに記述 

 

２．大熊町における森林吸収量 （推計） 

①大熊町の森林面積 

  森林面積：4,974ha （国有林：2,260ha、民有林：2,714ha） 

              出典：「2015 年農林業センサス」 

  

②対象森林（管理された森林）面積割合 

  75％（＝0.75） 

    出典：「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施 

                   マニュアル（算定手法編）V1.0」、p195、京都議定書対象森林の割合「 0.75 」 

 

③森林における単位面積あたりの CO2 吸収量 

  3.2 t-CO2/ha/年 

     出典：「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）V1.0」、表

2-4.5 森林経営活動を実施した森林の標準吸収係数 

 

① 1 年間の CO2 吸収量（推計） 

    約 12,000 t-CO2/年（＝①×②×③） 

     ※①×②が対象森林面積 

 

 

 

 

 

将来的な対象森林面積の減少の可能性などを考慮しても、 大熊町の森林において、 

1 万トン程度は吸収可能と推計しています。 
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（６）将来推計方法の設定                                                      

 

基準年を 2010 年度として、2010 年度のエネルギー消費量、CO2 排出量をベースとして、将来推計を行いま

した。将来推計の前提条件は以下のとおりです。 

 

図表 2-9 将来推計方法の設定 

部門 項目 なりゆきシナリオ 国目標シナリオ 先導シナリオ 

基本 

項目 

人口 
「大熊町第二期まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」（2020 年 3 月）の 2030 年目標人口と

それ以降の減少トレンドから推計（2030 年：約 4700 人、2050 年：約 4350 人） 

産業 

構造 
従前の原子力産業は除外し、2010 年の産業構造を維持 

付加 

価値額 
2011 年以降、1 人あたり年率 1％増加 

技術 

進展 

等 

家庭 ・技術進展しない 

・機器効率の改善、省エネの進展によるエ

ネルギー消費量の削減 

・灯油などから電気へのシフト 

・国目標シナリオ同様 

・電気へのシフトは 100% 

 （2050 年） 

業務 ・技術進展しない 

・機器効率の改善、省エネの進展によるエ

ネルギー消費量の削減 

・石油・石炭系燃料から電気へのシフト 

・国目標シナリオ同様 

・電気へのシフトは 100% 

（2050 年） 

産業 ・技術進展しない 

・機器効率の改善、省エネの進展によるエ

ネルギー消費量の削減 

・石油・石炭系燃料から電気へのシフト 

・国目標シナリオ同様 

・電気へのシフトは 100% 

（2050 年） 

運輸 
・技術面、運輸シェア

は変化しない 

・自動車の燃費改善 

・EV シェアの増加 

（2050 年に乗用車の 8 割が EV） 

・国目標シナリオ同様 

・電気へのシフトは 100% 

（2050 年） 

再エネ 

供給 

進展しない 

（再エネはゼロとして

設定） 

・2011 年以降、太陽光発電、風力発電

等の再生可能エネルギーが増加 

・消費電力の 100％を供給と仮定 

（2050 年） 

・国目標シナリオ同様 

・電気へのシフトは 100% 

（2050 年） 
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（７）将来推計結果                                                      

 

 将来推計結果（エネルギー消費量、再エネ供給量、CO2 排出量）を以下に記載します。なお、2010 年度、

2020 年度は上記に示した実績値のため、シナリオ共通になります。 

 

＜エネルギー消費量＞ 

 

図表 2-10 なりゆきシナリオのエネルギー消費量（TJ） 

年 2010 2020 2030 2040 2050 

合計 1,698 440 907 958 1,004 

電力 495 173 272 288 303 

化石燃料 1,202 267 636 670 701 

 

図表 2-11 国目標シナリオエネルギー消費量（TJ） 

年 2010 2020 2030 2040 2050 

合計 1,698 440 703 624 549 

電力 495 173 338 377 414 

化石燃料 1,202 267 366 247 135 

 

図表 2-12 先導シナリオのエネルギー消費量（TJ） 

年 2010 2020 2030 2040 2050 

合計 1,698 440 703 599 520 

電力 495 173 338 446 520 

化石燃料 1,202 267 366 153 0 

 ※先導シナリオ、超先導シナリオで共通 
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＜再エネ供給量（TJ）＞ 

 

なりゆきシナリオは再エネ供給量をゼロと設定。 

 

図表 2-13 国目標シナリオの再エネ供給量（TJ） 

年 2010 2020 2030 2040 2050 

合計 0 51 210 311 406 

太陽光発電 0 51 111 164 213 

風力発電 0 0 95 144 189 

小水力発電 0 0 1 1 1 

波力発電 0 0 2 2 2 

バイオマス発電 0 0 1 1 1 

 

図表 2-14 先導シナリオの再エネ供給量（TJ） 

年 2010 2020 2030 2040 2050 

合計 0 51 262 449 524 

太陽光発電 0 51 111 185 241 

風力発電 0 0 95 208 227 

小水力発電 0 0 4 4 4 

波力発電 0 0 2 2 2 

バイオマス発電 0 0 50 50 50 

 

図表 2-15 超先導シナリオ（再エネ導入迅速化）の再エネ供給量（TJ） 

年 2010 2020 2030 2040 2050 

合計 0 51 491 529 567 

太陽光発電 0 51 246 265 284 

風力発電 0 0 189 208 227 

小水力発電 0 0 4 4 4 

波力発電 0 0 2 2 2 

バイオマス発電 0 0 50 50 50 
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＜CO2 排出量（万トン）＞ 

 

図表 2-16 なりゆきシナリオの CO2 排出量（万トン） 

年 2010 2020 2030 2040 2050 

合計 13.9 4.3 7.1 7.3 7.5 

家庭 1.8 0.3 0.8 0.8 0.8 

業務 4.4 0.2 2.2 2.3 2.3 

産業 4.8 2.2 2.6 2.7 2.8 

運輸 3.0 1.6 1.4 1.5 1.5 

 

図表 2-17 国目標シナリオの CO2 排出量（万トン） 

年 2010 2020 2030 2040 2050 

合計 13.9 4.3 3.6 2.2 0.9 

家庭 1.8 0.3 0.3 0.2 0.1 

業務 4.4 0.2 0.8 0.5 0.2 

産業 4.8 2.2 1.4 0.9 0.5 

運輸 3.0 1.6 1.0 0.6 0.2 

 

図表 2-18 先導シナリオの CO2 排出量（万トン） 

年 2010 2020 2030 2040 2050 

合計 13.9 4.3 3.6 1.0 0.0 

家庭 1.8 0.3 0.3 0.1 0.0 

業務 4.4 0.2 0.8 0.1 0.0 

産業 4.8 2.2 1.4 0.4 0.0 

運輸 3.0 1.6 1.0 0.4 0.0 

 

図表 2-19 超先導シナリオ（再エネ導入迅速化）の CO2 排出量（万トン） 

年 2010 2020 2030 2040 2050 

合計 13.9 4.3 2.4 1.0 0.0 

家庭 1.8 0.3 0.2 0.1 0.0 

業務 4.4 0.2 0.3 0.1 0.0 

産業 4.8 2.2 0.9 0.4 0.0 

運輸 3.0 1.6 1.0 0.4 0.0 
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